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(57)【要約】
　ファイバー材料（４）を成形する装置（１）であって
、装置（１）が閉じた位置にあるとき、第１の内面（５
）と第２の内面（６）との間に受容されたファイバー材
料（４）の一部が、光源（１０）から光エネルギを、加
熱要素（１０）から熱エネルギを受領することができる
。同じく方法、使用及びキット。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ファイバー材料（４）を成形する装置（１）であって、
　－第２アーム（３）に関して枢動可能な第１アーム（２）を備えることによって、前記
第１アーム（２）及び前記第２アーム（３）が、前記装置が閉じた位置にあるとき、前記
第１及び第２アーム（２、３）の間に位置するファイバー材料（４）を受容するクランプ
を形成するように構成され、
　－前記第１アーム（２）が、前記第２アーム（３）に面する第１の内面（５）を備え、
　－前記第２アーム（３）が、前記第１アーム（２）上の前記第１の内面（５）に面する
第２の内面（６）を備え、
　－第１プレート（７）が、前記第１の内面（５）の一部の上に延在し、
　－第２プレート（８）が、前記第２の内面（６）の一部の上に延在し、
　－前記第１プレート（７）及び前記第２プレート（８）の両方が実質的に平坦であり、
　－加熱要素（９）が、前記第１アーム（２）及び／又は前記第２アーム（３）の少なく
とも一方に設けられ、
　－少なくとも１つの光源（１０）が、前記第１アーム（２）及び／又は前記第２アーム
（３）の少なくとも一方に設けられ、
　－前記第１の内面（５）及び／又は前記第２の内面（６）が、それぞれ伝熱領域（１１
）及び／又は光伝達領域（１２）を備え、
　－前記加熱要素（９）が前記伝熱領域（１１）の近位に位置し、前記光源（１０）が前
記光伝達領域（１２）の近位に位置し、
　－前記装置（１）が閉じた位置にあるとき、前記第１の内面（５）と前記第２の内面（
６）との間に受容された前記ファイバー材料（４）の一部が、前記光源（１０）から光エ
ネルギを、及び前記加熱要素（９）から熱エネルギを受領することができる、
　装置（１）。
【請求項２】
　前記光源（１０）は、３１５ｎｍ～４５０ｎｍ、又は３５０ｎｍ～４４０ｎｍの波長を
有する光を放出することができる、請求項１に記載の装置（１）。
【請求項３】
　前記光源（１０）は、少なくとも１つの発光ダイオード、又は前記第１及び／又は第２
アーム（２、３）の長さの少なくとも一部に沿って配設された複数の発光ダイオードであ
る、請求項１又は２に記載の装置（１）。
【請求項４】
　前記光源（１０）が少なくとも２つの発光ダイオードのアレイを備え、各アレイは、前
記第１及び／又は第２アーム（２、３）の長さの少なくとも一部に沿って配設された複数
の発光ダイオードである、請求項３に記載の装置（１）。
【請求項５】
　前記光伝達領域（１２）が、前記伝熱領域（１１）と共に１つの平面内に存在すること
はない、請求項１～４のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項６】
　前記伝熱領域（１１）又は前記ファイバー材料（４）が、５０℃～１８０℃の温度に加
熱され得る、請求項１～５のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項７】
　前記第１アーム（２）及び前記第２アーム（３）のそれぞれが、前記伝熱領域（１１）
から遠位のハンドル部（２０、２０'）を備える、請求項１～６のいずれか一項に記載の
装置（１）。
【請求項８】
　前記装置（１）が閉じた位置にあるとき、前記第１の内面（５）と前記第２の内面（６
）との間に受容された前記ファイバー材料（４）の一部が、前記光源（１０）から光エネ
ルギを、及び前記加熱要素（９）から熱エネルギを同時に受領することができる、請求項
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１～７のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項９】
　前記第１アーム及び前記第２アームが、ヒンジ（１７）で連結され、各アーム（２，３
）のハンドル部が前記ヒンジ（１７）の近位である、請求項１～８のいずれか一項に記載
の装置（１）。
【請求項１０】
　前記光源（１０）が前記加熱要素（９）から絶縁される、又は前記光源（１０）が冷却
される、請求項１～９のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１１】
　前記第１及び／又は第２プレート（７、８）がセラミックから構成されており、前記セ
ラミックが赤外光に透過的であり、前記加熱要素（９）が赤外線ヒータである、請求項１
～１０のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１２】
　前記装置（１）が、前記ファイバー材料（４）の条件に基づくパラメータがそこから生
成され得るデータを計測するセンサを有し、前記パラメータが前記加熱要素（９）の温度
に影響を及ぼす、請求項１～１１のいずれか一項に記載の装置（１）。
【請求項１３】
　ファイバー材料（４）を成形する方法であって、
　－ファイバー材料（４）を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物を
、ファイバー材料（４）に適用することと、次に
　－請求項１～１２のいずれか一項に記載の装置（１）によって前記ファイバー材料を成
形することと、
　を含む方法。
【請求項１４】
　請求項１～１２のいずれか一項に記載の装置（１）の、ファイバー材料（４）の成形化
への、好ましくは毛髪矯正化への使用。
【請求項１５】
　－請求項１～１２のいずれか一項に記載の装置（１）と、
　－ファイバー材料（４）を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物と
、を含むキット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　ファイバー材料の成形装置であって、装置が閉じた位置にあるとき、第１の内面と第２
の内面との間に受容されたファイバー材料の一部が、光源から光エネルギを、加熱要素か
ら熱エネルギを受領することができる。
【背景技術】
【０００２】
　ファイバー材料の成形装置は、例えば布地用アイロン、毛髪カール用トング、毛髪矯正
アイロンを含む。近代的な装置は、典型的には温度制御装置を有し、そのため使用者は必
要に応じた適切な温度設定を選択することができ、したがってファイバー材料を損傷する
可能性のある不必要な高温を回避できる。温度はダイアルを伴って、又はハンドル上のＬ
ＥＤインディケータライトを通して表示されてもよい。処理されるべきファイバー材料の
前処理のための耐熱保護スプレーも推奨され得る。装置がファイバー材料の上を通過する
ところには、ファイバー材料に直接接触する装置の領域上に特殊なコーティングを使って
、摩擦による損傷を減少させてもよい。
【０００３】
　ＣＮ２０１５０４７２７Ｕは、赤外線引張りなし毛髪矯正クランプを開示していて、そ
のクランプは、引張り力なし、少電力消費、及びパーマでの毛髪損傷の低減を特徴とし、
上部クランプ本体、下部クランプ本体、パーマプレート、ヒータ、及び温度制御装置を備
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え、上部クランプ本体と下部クランプ本体にヒンジが付けられてはさみ型の備品を形成し
、パーマプレートが下部クランプ本体の内部側面に取り付けられ、ヒータが、熱伝導性の
高温耐熱シリンダ内に取り付けられたＰＴＣヒータであり、上部クランプ本体上のパーマ
プレートの正反対の位置にグルーブが存在し、熱伝導性の高温耐熱シリンダが、グルーブ
の両端の支持体上に移動可能に取り付けられ、熱伝導性の高温耐熱シリンダの表面が、上
部クランプ本体の内部側面より高く、上部支持クランプ本体の両側面の端部上にもグルー
ブが存在し、グルーブ内に複数の赤外線ＬＥＤライトが取り付けられている。米国特許出
願公開第２００４０２０６３６８Ａ１号明細書は、毛髪矯正に使用される装置を記述して
いる。米国特許出願公開第２００４０２０６３６８Ａ１号明細書は、「装置はハンドル４
０及び平坦な透明プレート４２を含み、、［及びその］プレートが受動的にＵＶランプ又
は他の光源によって生成された固有の放射の光を単に伝達し、又は既に説明したように能
動的にプレート４２内から光４１を生成して放出し、、光放出毛髪カーラー用」と述べて
いる。
【０００４】
　改良されたファイバー材料の成形装置に対する要求が常に存在する。より具体的には、
ファイバー材料の熱損傷を低減させることが可能な装置への要求が存在する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００４０２０６３６８Ａ１号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様は、ファイバー材料４を成形する装置１に関し、装置１が、
　－第２アーム３に関して枢動可能な第１アーム２を備えることによって、第１アーム２
及び第２アーム３が、前記装置が閉じた位置にあるとき、第１及び第２アーム２、３の間
に位置するファイバー材料４を受容するクランプを形成するように構成され、
　－第１アーム２が、第２アーム３に面する第１の内面５を備え、
　－第２アーム３が、第１アーム２上の第１の内面５に面する第２の内面６を備え、
　－第１プレート７が、第１の内面５の一部の上に延在し、
　－第２プレート８が、第２の内面６の一部の上に延在し、
　－第１プレート７及び第２プレート８の両方が実質的に平坦であり、
　－加熱要素９が、第１アーム２及び／又は第２アーム３の少なくとも一方に設けられ、
　－少なくとも１つの光源１０が、第１アーム２及び／又は第２アーム３の少なくとも一
方に設けられ、
　－第１の内面５及び／又は第２の内面６が、それぞれ伝熱領域１１及び／又は光伝達領
域１２を備え、
　－加熱要素９が伝熱領域１１の近位に位置し、光源１０が光伝達領域１２の近位に位置
し、
　装置１が閉じた位置にあるとき、第１の内面５と第２の内面６との間に受容されたファ
イバー材料４の一部が、光源１０から光エネルギを、加熱要素９から熱エネルギを受領す
ることができる。
【０００７】
　本発明の第２の態様は、ファイバー材料４を成形する方法に関し、方法が、
　－ファイバー材料４を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物を、フ
ァイバー材料４に適用することと、次に、
　－第１の態様に従った装置１によってファイバー材料を成形すること、を含む。
【０００８】
　本発明の第３の態様は、ファイバー材料４を成形する、好ましくは矯正する第１の態様
に従った装置の使用に関する。
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【０００９】
　本発明の第４の態様はキットに関し、キットが、
　－第１の態様に従った装置１、並びに、
　－ファイバー材料４を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物、を含
む。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明に従った装置の斜視図である。
【図２】本発明に従った装置の斜視図である。
【図３】本発明に従った装置の上方からの斜視図である。
【図４】本発明に従った装置のセクションＡ－Ａの断面図である。セクションＡ－Ａは図
３に示されている。
【図５】本発明に従った装置のセクションＣ－Ｃの断面図である。セクションＣ－Ｃは図
４に示されている。
【図６】本発明に従った装置のセクションＡ－Ａの断面図である。セクションＢ－Ｂは図
３に示されている。
【図７】本発明に従った装置の斜視図である。
【図８】本発明に従った代替えの装置のセクションＣ－Ｃの断面図である。セクションＣ
－Ｃは図４に示されている。
【図９】本発明に従った装置の一部の図である。
【図１０】本発明に従った装置の斜視図である。
【図１１】ヒトの頭髪矯正解析を示す。アラビノースを架橋性組成物中の活性剤としてテ
ストする。ｙ軸は真直度の点数である。種々の処理条件の効果がそのままで、毛髪洗浄の
それらの処理の耐久性について比較する。ｘ軸に沿った数字は、１＝平坦アイロン処理直
後、２＝第１洗浄－及び－乾燥サイクル後、３＝第５（すなわち更に４回）洗浄－及び－
乾燥サイクル後、である。上向きストライプのバー（左端）＝架橋性組成物を使用せず、
ヘアピースを１２１℃（２５０°Ｆ）にて毛髪矯正アイロンにて処理する。下向きストラ
イプバー＝架橋性組成物を使用せず、ヘアピースを本発明に従った装置で１２１℃（２５
０°Ｆ）にて処理する。垂直ストライプバー＝ヘアピースを５％アラビノース、２００ｐ
ｐｍ光触媒及び水（ｐＨ１０に緩衝処理）を含む架橋性組成物で処理し、ヘアピースを次
に１２１℃（２５０°Ｆ）にて加熱毛髪矯正アイロンで処理する。斜交平行バー＝ヘアピ
ースを５％アラビノース、２００ｐｐｍ光触媒及び水（ｐＨ１０に緩衝処理）を含む架橋
性組成物で処理し、ヘアピースを次に本発明に従った装置で１２１℃（２５０°Ｆ）にて
処理する。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　定義及び一般事項
　本発明の全ての態様の全ての実施形態を含む、本文書において、以下の定義が、別途具
体的に記載されない限り、適用される。全ての割合（％）は、総組成物の重量による。全
ての比率は、重量比である。「部」、例えば、１部のＸ及び３部のＹの混合物への言及は
、重量による比率である。「ＱＳ」又は「ＱＳＰ」は、１００％又は１００ｇに対する十
分な量を意味する。＋／－は、標準偏差を示す。全ての範囲は包括的であり組み合わせ可
能である。有効桁の数は、表示された量に対する限定を表すものでも、計測値の精度に対
する限定を表すものでもない。全ての数量は、「約」という単語によって修飾されるもの
と理解される。全ての計測は、２３℃及び周囲条件で実施され、「周囲条件」とは、１０
１ｋＰａ（１気圧（atm））の圧力、及び５０％の相対湿度を意味する。「相対湿度」は
、同じ温度及び圧力における飽和水分レベルと比較した、空気の水分含量の比率（パーセ
ントとして記載される）を指す。相対湿度は、湿度計、具体的には、ＶＷＲ（登録商標）
Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌからのプローブ湿度計で計測することができる。本明細書に
おいて、「ｍｉｎ」は、「分」を意味する。本明細書において、「ｍｏｌ」はモルを意味
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する。本明細書において、数の後の「ｇ」は、「グラム（「gram」又は「grams」）」を
意味する。全ての重量は、それらが列記される成分に関連する際、活性成分のレベルに基
づき、商業的に入手可能な材料に含まれ得る担体又は副生成物を含まない。本明細書にお
いて、「含む（comprising）」は、他の工程及び他の成分を追加することができることを
意味する。「含む（comprising）」は、「～からなる」及び「本質的に～からなる」とい
う用語を包含する。本発明の組成物、製剤、方法、使用、キット、及び工程は、本明細書
で説明される本発明の要素及び制約、並びに本明細書で説明される任意の追加若しくは任
意選択の成分、組成物、工程、又は制約のいずれをも含み、それらからなり、本質的にそ
れらからなることができる。本明細書で説明される実施形態及び態様は、不相容性が記載
されない限り、明白に組み合わせて例示されていないにもかかわらず、他の実施形態及び
／又は態様の要素、特性、又は組成物を含むか、又はこれらと組み合わせ可能であり得る
。「少なくとも１つの実施形態において」は、本発明の１つ又は複数の実施形態が、任意
選択で全ての実施形態が、又は実施形態の大きな集合が、その後説明される特性を有する
ことを意味する。分量範囲が与えられる場合、それらは組成物中のその成分の全量である
と解釈され、又は、２つ以上の種類が成分の定義の範囲内にあれば、組成物中のその定義
に適合する全ての成分の全量であると解釈される。例えば、組成物が約１％～約５％の脂
肪アルコールを含む場合は、２％のステアリルアルコールと１％のセチルアルコールを含
む組成物が、その範囲に含まれることになる。
【００１２】
　「分子量」又は「Ｍ．Ｗｔ．」又は「ＭＷ」及び文法的な同等物は、数平均分子量を意
味する。
【００１３】
　「粘度」は、ＤＩＮ　５３０１９（ＭＶ－ＤＩＮ）に従う冷却／加熱容器及びセンサー
システムを有するＨＡＡＫＥ回転粘度計ＶＴ　５５０を使用し、２５℃にて、剪断速度１
２．９ｓ-1で計測される。
【００１４】
　「水溶性」とは、水に十分溶解可能であり、２５℃の水にその材料の０．１％の重量濃
度で裸眼に対して清澄な溶液を形成する任意の材料を指す。用語「非水溶性」は、「水溶
性」ではない任意の材料を指す。
【００１５】
　「乾燥した」又は「実質的に乾燥した」とは、５％未満、３％未満又は、２％未満、１
％未満、又は約０％の、２５℃の周囲条件で計測した液体形態の任意の化合物又は組成物
を含むことを意味する。このような液体形態の化合物又は組成物には、水、油、有機溶剤
、及び他の湿潤剤がある。「無水」とは、組成物が、組成物全重量の５％未満、３％未満
又は、２％未満、１％未満、又は約０％の水しか含まないことを意味する。
【００１６】
　「実質的に含まない（「substantially free from」又は「substantially free of」）
」は、組成物若しくは製剤の総重量で、約１％未満、又は０．８％未満、又は０．５％未
満、又は０．３％未満、又は約０％を意味する。
【００１７】
　「毛髪」は、頭髪、顔面の毛、及び体毛を含む、哺乳類ケラチン繊維を意味する。それ
は、依然として生体に付着しているかかる毛髪、並びに、ヘアピース等の生体から既に除
去された毛髪、及び人形／マネキン上の毛髪も含む。少なくとも１つの実施形態において
、「毛髪」は、ヒトの毛髪を意味する。「毛幹」又は「毛髪繊維」は、１本１本の毛髪を
意味し、用語「毛髪」と互換的に使用され得る。
【００１８】
　「美容的に許容可能な」とは、説明される成分、製剤、又は組成物が、過度の毒性、不
適応性、不安定性、及びアレルギー反応性等を伴わずに、ヒトのケラチン組織と接触させ
て使用するために好適であることを意味する。本明細書で説明され、ケラチン組織に直接
適用されるという用途を有する全ての組成物及び製剤は、美容的に許容可能であるものに
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制限される。
【００１９】
　「誘導体」としては、所定の化合物のアミド誘導体、エーテル誘導体、エステル誘導体
、アミノ誘導体、カルボキシル誘導体、アセチル誘導体、酸誘導体、塩誘導体及び／又は
アルコール誘導体が挙げられるが、これらに限定されない。少なくとも１つの実施形態に
おいて、「その誘導体」は、アミド、エーテル、エステル、アミノ、カルボキシル、アセ
チル、酸、塩、及びアルコールの誘導体を意味する。
【００２０】
　「キット」は、複数の構成要素を含むパッケージを意味する。「キット」は、「パーツ
のキット（kit-of-parts）」を指し得る。キットの例は、例えば、第１の構成要素、及び
別個にパッケージ化された第２の構成要素、並びに任意選択の適用説明書である。
【００２１】
　本発明の説明
　本発明者らは、驚くべきことに、ファイバー材料を低温で成形することを可能とし、し
たがってファイバー材料の損傷を減らすことを可能とするファイバー材料の成形装置を提
供し得ることを見出した。より低い温度は、光主導型化学をファイバー材料に使用するこ
とで可能となる。光主導型化学は、ファイバー材料を架橋する光触媒と活性剤とを使用す
る。光触媒は、電磁放射、具体的には光に曝露した際に減少（又は増加）するｐＫａ（又
はｐＫｂ）値を有する酸、又は塩基（又はこれらの複合体）である。光酸は光触媒のタイ
プであり、ドムケ及びソボレフスキ（Domcke and Sobolewski）著、「光酸性分子機構の
解明（Unraveling the Molecular Mechanism of Photoacidity）」、３０２、２００３、
ｐ．１６９３、並びに、コバレフスカ（Kowalewska）著、「光酸触媒作用を利用したゾル
ーゲル工程」、ジャーナルオブマテリアルズケミストリー（J.Mater.Chem.）、１５、２
００５、ｐ．４９９７、に記述されていて、これら両方を参照により本明細書に組み入れ
るものとする。本発明の装置１が閉じた位置にあるとき、第１の内面５と第２の内面６と
の間に受容されたファイバー材料４の一部が、光源１０から光エネルギを、加熱要素９か
ら熱エネルギを受領することができる。この装置設計の意味するところは、光主導型化学
がファイバー材料に適用できて、そして装置が、従来型装置より低い加熱設定を使用して
、良好な成形効率と成形の耐久性が結果として得られるように使われ得ることである。従
来の装置は、光と低温の可能性との組み合せを提供することもなかったが、しかし光主導
型化学との組み合せによって、装置は効果的な整髪を可能とし、一方ではファイバー材料
の熱損傷量を減らし、それは少ない熱損傷の結果としてのタンパク質喪失を減少させるこ
とで特徴付けられることが多い。
【００２２】
　第１の態様は、ファイバー材料４を成形する装置１に関する。この態様及び本発明の他
の態様は、本明細書にて以下に更に詳しく説明される。
【００２３】
　装置
　装置１はファイバー材料４を成形するものである。少なくとも１つの実施形態では、装
置１はケラチン繊維を成形するものである。少なくとも１つの実施形態では、ケラチン繊
維は、ヒトの頭髪、ヒトの顔面の毛、及びヒトのまつ毛から構成される群から選択される
。少なくとも１つの実施形態では、成形は矯正又はカールである。
【００２４】
　少なくとも１つの実施形態では、装置１は電気ケーブル１６を備える。少なくとも１つ
の実施形態では、装置１はケーブルを持たない。ケーブルを持たない実施形態では、装置
は再充電可能な電池を備える。ケーブル付き装置は、電池が消費者にとって重いこともあ
って電池を必要としない便利さがあり、また使用中の電池寿命限界がないことでも便利で
ある。
【００２５】
　少なくとも１つの実施形態では、装置１は長さＹを有する。長さＹはどのようなケーブ
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ル１６をも除外する。１つの実施形態では、長さＹは、約５ｃｍ～約２５ｃｍ、又は約７
ｃｍ～約２０ｃｍ、又は約１０ｃｍ～約１５ｃｍである。
【００２６】
　少なくとも１つの実施形態では、装置１は幅Ｚを有する。幅Ｚは装置１のハンドル部２
０、２０'にあるものではない。少なくとも１つの実施形態では、幅Ｚは、約０．５ｃｍ
～約１０ｃｍ、又は約１ｃｍ～約５ｃｍ、又は約１ｃｍ～約２ｃｍである。少なくとも１
つの実施形態では、装置１は幅Ｗを有する。幅Ｗは装置１のハンドル部２０、２０'にあ
る。１つの実施形態では、幅Ｗは、約０．５ｃｍ～約１０ｃｍ、又は約１ｃｍ～約５ｃｍ
、又は約１ｃｍ～約２ｃｍである。
【００２７】
　装置１は、第２アーム３に関して枢動可能な第１アーム２を備えることによって、第１
アーム２及び第２アーム３が、装置が閉じた位置にあるとき、第１及び第２アーム２、３
の間に位置するファイバー材料４を受容するクランプを形成するように構成される。少な
くとも１つの実施形態では、第１アーム２及び第２アーム３は、それぞれ伝熱領域１１か
ら遠位のハンドル部２０、２０'を備える。少なくとも１つの実施形態では、第１アーム
２及び第２アーム３はヒンジ１７で連結され、各アーム２０、２０'のハンドル部はヒン
ジ１７の近位である。少なくとも１つの実施形態では、ヒンジ１７はバネ懸架式である。
【００２８】
　少なくとも１つの実施形態では、開放位置では装置１が角度Ｘを有する。開放位置は、
第１プレート７及び第２プレート８が並置されないことで特徴付けられる。少なくとも１
つの実施形態では、角度Ｘは、約５°～約７０°、又は約８°～約３０°、又は約１０°
～約２０°である。
【００２９】
　少なくとも１つの実施形態では、装置１はハウジング材料を備える。ハウジング材料は
絶縁体であってもよい。少なくとも１つの実施形態において、ハウジング材料はプラスチ
ックからなる。
【００３０】
　プレート
　第１プレート７は第１の内面５の一部の上に延在し、第２プレート８は第２の内面６の
一部の上に延在する。第１プレート７及び第２プレート８は、ともに実質的に平坦である
。少なくとも１つの実施形態では、第１プレート７及び第２プレート８は平坦である。少
なくとも１つの実施形態では、第１プレート７及び第２プレート８は平滑である。
【００３１】
　第１の内面５及び／又は第２の内面６は、それぞれ伝熱領域１１及び／又は光伝達領域
１２を備える。少なくとも１つの実施形態では、第１の内面５は、伝熱領域１１及び光伝
達領域１２を備える。少なくとも１つの実施形態では、第２の内面６は、伝熱領域１１及
び光伝達領域１２を備える。少なくとも１つの実施形態では、第１の内面５は伝熱領域１
１及び光伝達領域１２を備え、第２の内面６は伝熱領域１１'及び光伝達領域１２'を備え
る。少なくとも１つの実施形態では、第１の内面５は伝熱領域１１を備え、第２の内面６
は光伝達領域１２を備える。加熱要素９から光源１０を絶縁するために、光伝達領域１２
を装置の１つのアーム上に有し、伝熱領域１１を装置のもう１つのアーム上に有すること
が有効である。
【００３２】
　少なくとも１つの実施形態では、第１プレート７及び／又は第２プレート８は金属から
なる。少なくとも１つの実施形態では、第１プレート７及び／又は第２プレート８はセラ
ミックからなる。セラミックは、滑らかで平坦な面であり、化学的損傷に耐性であるとい
う利点を有する。少なくとも１つの実施形態では、セラミックは赤外線放射を透過させる
。調理用レンジのセラミックホブと同じ原理によって、第１プレート７及び／又は第２プ
レート８がセラミックで構成されると、ファイバー材料４を加熱するために、加熱要素９
がセラミックを通して赤外線放射を照射するように、加熱要素９を赤外線ヒータとして使
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用することが可能となる。少なくとも１つの実施形態では、第１プレート７及び／又は第
２プレート８はアルミニウム又はアルミニウム合金からなる。アルミニウムは比較的軽量
である利点を有する。
【００３３】
　少なくとも１つの実施形態では、第１プレート５は第１の上面１３を有する。少なくと
も１つの実施形態では、第２プレート５は第２の上面１４を有する。第１及び第２の上面
１３、１４は、装置が第１及び第２アーム２、３の間に位置する例えばケラチン繊維のフ
ァイバー材料４を受領したとき、例えばケラチン繊維のファイバー材料４と直接接触する
。例えば図７を参照されたい。
【００３４】
　少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４はエナメルからなる。
少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４はセラミックからなる。
少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４は陽極酸化処理されたア
ルミニウムからなる。少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４は
シリコン系ラッカー、又はシリコーン系ラッカーからなる。少なくとも１つの実施形態で
は、光伝達領域１２内の第１及び第２の上面１３、１４は半透明及び／又は透明である。
【００３５】
　少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４は見かけ上対称な一対
である。
【００３６】
　少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２の上面１３、１４は、基準長１．２５ｍ
ｍにわたって計測された平均粗さ値Ｒａとして、約０．１μｍ～約１μｍ、又は約０．１
μｍ～０．３μｍ、又は約０．２μｍ～約０．３μｍを有する。粗さは、平面の理想（平
滑）形態からの垂直方向の表面の変動によって定量化される。粗さ値Ｒａは式
【００３７】
【数１】

　によって計算される。
【００３８】
　その計算は、デガルモ、Ｅ．ポール、ブラック、Ｊ．Ｔ．、コーサー、ローランドＡ．
（DeGarmo,E.Paul,Black,J.T.,Kohser,Ronald A.）著、「製造における材料と工程（Mate
rials and Processes in Manufacturing）」、第９版、ウィリー（Wiley）、２００３、
ｐ．２２３、ＩＳＢＮ　０－４７１－６５６５３－４に説明されている。少なくとも１つ
の実施形態では、伝熱領域１１及び光伝達領域１２は、基準長１．２５ｍｍにわたって計
測された粗さ値Ｒａとして、約０．１μｍ～約１μｍ、又は約０．１μｍ～０．３μｍ、
又は約０．２μｍ～約０．３μｍを有する。
【００３９】
　少なくとも１つの実施形態では、第１及び第２プレート７、８は、幅として、約１ｃｍ
～約５ｃｍ、又は約１．５ｃｍ～約４．５ｃｍ、又は約２ｃｍ～約４ｃｍ、又は約２．５
ｃｍ～約３．５ｃｍを有する。プレートの幅は、アームの長さと直交する方向に計測され
る。少なくとも１つの実施形態では、少なくとも第１プレート７及び／又は第２プレート
８は幅Ｖを有する。少なくとも１つの実施形態では、幅Ｖは、約０．５ｃｍ～約１０ｃｍ
、又は約１ｃｍ～約５ｃｍ、又は約１ｃｍ～約２ｃｍである。広いプレートは、毛髪の矯
正のために、概してより少ない通過しか必要としないことから、一般に消費者に好まれる
。これは特に消費者が平均を超える長い毛髪を有する場合である。
【００４０】
　少なくとも１つの実施形態では、伝熱領域１１又はファイバー材料４が、約５０℃～約
１８０℃の温度に加熱されてもよい。少なくとも１つの実施形態では、伝熱領域１１又は
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ファイバー材料４は、約１００℃～約１５０℃の温度に加熱されてもよい。
【００４１】
　光源
　少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、少なくとも１つの発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）又は少なくとも１つのアーク灯である。ＬＥＤは、少電力量で作動するので便利であ
る。少なくとも１つの実施形態では、ＬＥＤは、ＬＥＤのための電気接続１８を有する。
ＬＥＤは、３ｍｍＴ－１又は５ｍｍＴ－１と３／４でもよい。
【００４２】
　少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、約３００ｎｍ～約８００ｎｍの波長を伴
う放射を放出することができる。少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、約３１５
ｎｍ～約４５０ｎｍ、又は約３５０ｎｍ～約４４０ｎｍの波長を伴う光を放出することが
できる。
【００４３】
　少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、少なくとも１つの発光ダイオード、ある
いは第１及び／又は第２アーム２、３の長さの少なくとも一部に沿って配設された複数の
発光ダイオードである。少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、少なくとも２つの
発光ダイオードのアレイを備え、各アレイは、第１及び／又は第２アーム２、３の長さの
少なくとも一部に沿って配設された複数の発光ダイオードである。少なくとも１つの実施
形態では、各アレイは、少なくとも３つ、又は少なくとも約４つ、又は少なくとも約５つ
、又は少なくとも約６つ、又は少なくとも約７つ、又は少なくとも約８つ、又は少なくと
も約９つ、又は少なくとも約１０、又は少なくとも約１１の発光ダイオードを備える。少
なくとも１つの実施形態では、各アレイは、２０未満の、又は１５未満の発光ダイオード
を備える。少なくとも１つの実施形態では、装置は、約２～約６個の発光ダイオードのア
レイを備える。
【００４４】
　単位面積当たりのワット数で表す電磁放射の強さである放射照度は、単位としてｍ2当
たりのワット数又はＷ／ｍ2を有する。したがって放射照度は、電磁放射強度の計測値で
ある。光強度は、ルックス（ｌｘ）で計測されてもよく、それは照度の単位である。１ｌ
ｘ＝約１．５×１０-7Ｗ／ｃｍ2（５５５ｎｍにて）。平均的な研究施設又は事務所の空
間は、光強度約２００ｌｘ～約１０００ｌｘ、すなわち放射照度で約２．９×１０-5Ｗ／
ｃｍ2～約１．４×１０-4Ｗ／ｃｍ2（５５５ｎｍにて）を有することになる。少なくとも
１つの実施形態では、光源１０は、放射照度として少なくとも約１×１０-3Ｗ／ｃｍ2、
又は少なくとも約５×１０-3Ｗ／ｃｍ2、又は少なくとも約１×１０-2Ｗ／ｃｍ2、又は少
なくとも約５×１０-2Ｗ／ｃｍ2、又は少なくとも約１×１０-1Ｗ／ｃｍ2、又は少なくと
も約５×１０-1Ｗ／ｃｍ2を有する。少なくとも１つの実施形態では、光源１０は、照度
として少なくとも約１０００　ｌｘ、又は少なくとも約２０００　ｌｘ、又は少なくとも
約３０００　ｌｘ、又は少なくとも約４０００　ｌｘ、又は少なくとも約５０００　ｌｘ
、又は少なくとも約６０００　ｌｘ、又は少なくとも約７０００　ｌｘ、又は少なくとも
約８０００　ｌｘ、又は少なくとも約９０００　ｌｘ、又は少なくとも約１００００　ｌ
ｘ、又は少なくとも約２００００　ｌｘ、又は少なくとも約３００００　ｌｘ、又は少な
くとも約４００００　ｌｘ、又は少なくとも約５００００　ｌｘ、又は少なくとも６００
００　ｌｘ、又は少なくとも約７００００　ｌｘ、又は少なくとも約８００００ｌｘを有
する。
【００４５】
　放射力は、電磁放射（赤外線、紫外線、可視光を含む）全体の力の尺度であり、単位時
間当たりの放射エネルギの尺度である。放射力はワットＷで計測される。少なくとも１つ
の実施形態では、光源１０は、放射力として、少なくとも約２０ｍＷ、又は少なくとも約
３０ｍＷ、又は少なくとも約４０ｍＷ、又は少なくとも約５０ｍＷを有する。
【００４６】
　少なくとも１つの実施形態では、装置は遮光手段１９を備える。遮光手段１９は、光源
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１０によって放出される光、例えばＵＶ光から使用者を保護するのに有用である。言い換
えれば、光源１０によって放出された全部の光はファイバー材料４に、例えばケラチン繊
維に受領されるように。少なくとも１つの実施形態では、遮光手段１９は、実質的に全て
の光が光伝達領域１２によって受領されるように、光源９を取り囲む。少なくとも１つの
実施形態では、遮光手段１９は３つの要素、（ａ）光源から放出される光の限定光源角、
（ｂ）光の横方向及び下向きの経路を妨げる光吸収要素、（ｃ）光の横方向及び上向きの
経路を妨げる反対側の光吸収要素、を備える。
【００４７】
　スイッチ
　少なくとも１つの実施形態では、装置１は光源のスイッチ２１を備える。少なくとも１
つの実施形態では、光源のスイッチ２１は磁石を備える。少なくとも１つの実施形態では
、磁石は１つのアーム上に配設され、もう一方のアーム上の磁気要素と相補関係にあり、
装置が閉じた位置にあると、磁石と磁気要素が接触して電気接続が作られ、光源１０への
電力が供給される。少なくとも１つの実施形態では、光源のスイッチ２１はリードスイッ
チである。
【００４８】
　少なくとも１つの実施形態では、装置１が閉じた位置にあるとき、第１の内面５と第２
の内面６との間に受容されたファイバー材料４の一部が、光源１０から光エネルギを、加
熱要素９から熱エネルギを同時に受領することができる。
【００４９】
　加熱要素
　少なくとも１つの実施形態では、加熱要素９は抵抗加熱要素である。少なくとも１つの
実施形態では、加熱要素９はセラミック加熱要素である。少なくとも１つの実施形態では
、加熱要素９は赤外線加熱要素である。赤外線加熱要素は、第１及び第２アームの間に受
容されたファイバー材料の温度制御が容易であり、また、ファイバー材料がより速く加熱
完了する利点を有する。更に赤外線加熱要素は、赤外線がファイバー材料を直接加熱する
ので、それは加熱が、ファイバー材料が第１及び第２アーム２、３の間を通過する速度に
より依存しないことを意味する、という利点を有する。そのうえ、赤外線加熱要素は、フ
ァイバー材料の過熱がより起こりにくいという利点を有する。少なくとも１つの実施形態
では、加熱要素９はヒータ組立体の構成要素として提供される。少なくとも１つの実施形
態では、ヒータ組立体は、２つの更なる雲母シートの間にサンドイッチのように挟まれた
雲母シートの周りに巻かれた抵抗ワイヤ備える。雲母シートのサンドイッチ体は、絶縁テ
ープなどの絶縁手段で包まれ、更にアルミニウム又はアルミニウム合金に封入されてもよ
い。ヒータ組立体は、第１プレート７及び／又は第２プレート８に取り付けられ、第１プ
レート７及び／又は第２プレート８に向けて平坦に押し付けられて平坦とされてもよい。
少なくとも１つの実施形態では、加熱要素９は、アルミニウム又はアルミニウム合金に封
入される。
【００５０】
　少なくとも１つの実施形態では、加熱要素９が、加熱ユニットと、熱伝達ユニットと、
温度センサユニットとを備え、加熱ユニットが第１の組成物を含み、第１の組成物は、エ
ポキシ系若しくはガラス系組成物、又は溶液の最大約９０％が均一で安定した分散液中の
導電性粉末であり、この溶液導電性粉末が、金属、セラミックス、インターセラミックス
、及び半導体からなる群から選択される１種であるゾル－ゲル溶液を含む組成物を含み、
温度センサが第２の組成物を含み、この第２の組成物は、エポキシ系若しくはガラス系組
成物、又は溶液の最大約９０％が均一で安定した分散液中の導電性粉末であり、この溶液
導電性粉末が、金属、セラミックス、インターセラミックス、及び半導体からなる群から
選択される１種であるゾル－ゲル溶液を含む組成物を含む組成物を含み、加熱ユニット及
び温度センサユニットが互いに電気的に絶縁され、かつ熱伝達ユニットによって機械的に
支持される２つのユニットとして提供される。このような加熱要素９の例が欧州特許第２
１０６１９５Ｂ１号明細書に記述され、これを参照により本明細書に組み入れるものとす
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る。
【００５１】
　少なくとも１つの実施形態では、加熱要素９が開始温度に加熱され、その温度が温度制
御によって調節され、装置１が、ファイバー材料４の条件に基づくパラメータがそこから
生成され得るデータを計測するセンサを有し、そのパラメータが加熱要素９の温度に影響
を及ぼす。このような実施形態が米国特許出願公開第２０１２／００５５５０１Ａ１号明
細書に記述され、これを参照により本明細書に組み入れるものとする。
【００５２】
　絶縁手段
　少なくとも１つの実施形態では、光源１０は加熱要素９から絶縁され、又は光源１０は
冷却される。少なくとも１つの実施形態では、光源１０は加熱要素９及び伝熱領域１１か
ら絶縁され、又は光源１０は冷却される。少なくとも１つの実施形態では、光源１０は加
熱要素９及び伝熱領域１１から絶縁手段１５によって隔離される。少なくとも１つの実施
形態では、絶縁手段１５は、空気の領域及び／又は絶縁材料である。少なくとも１つの実
施形態では、絶縁材料は少なくとも７５％のプラスチックを含む。
【００５３】
　少なくとも１つの実施形態では、光伝達領域１２は、伝熱領域１１と共に１つの平面内
に存在することはない。少なくとも１つの実施形態では、光伝達領域１２は、伝熱領域１
１と同じ平面上にはない。
【００５４】
　少なくとも１つの実施形態では、第１の内面５は伝熱領域１１を備え、第２の内面６は
光伝達領域１２を備え、そして絶縁手段１５が、離れた面５、６上に存在する伝熱領域１
１及び光伝達領域１２によるものである。
【００５５】
　第１及び／又は第２プレート７、８がセラミックからなり、セラミックが赤外線を透過
させ、加熱要素９が赤外線ヒータであれば、絶縁手段１５は必要ではない。
【００５６】
　作動モード
　少なくとも１つの実施形態では、装置１は、少なくとも第１モード又は第２モードで作
動することが可能であり、第２モードは第１モードと異なる。少なくとも１つの実施形態
では、装置１は、少なくともデータを計測する第１及び第２センサ、使用者に更なるデー
タの入力を可能とするユーザインターフェース、及びデータ処理ユニット、を備える。少
なくとも１つの実施形態では、データ処理ユニットは、少なくとも第１及び第２センサに
よって計測されたデータによって、並びに入力されたユーザデータによって、少なくとも
第１又は第２モードを選択する選択信号を生成し、第１及び第２センサは、温度及び／又
は毛髪の湿り度を計測するように形成されている。少なくとも１つの実施形態では、装置
１は、所与の温度レベルで使用する加熱又は冷却装置を備え、モードは温度レベルである
。少なくとも１つの実施形態では、使用者によって入力されるデータが、毛髪の長さ、毛
髪の密度、及び／又は毛髪の色のうちの少なくとも１つに関し、センサが、ユーザインタ
ーフェースを経由して入力されたデータの物理的特性とは異なる物理的特性を計測するよ
うに形成されている。
【００５７】
　特定の実施形態
　少なくとも１つの実施形態では、第１の態様は装置１に関し、装置１は、第２アーム３
に関して枢動可能な第１アーム２を備えることによって、第１アーム２及び第２アーム３
が、装置が閉じた位置にあるとき、第１及び第２アーム２、３の間に位置するファイバー
材料４を受容するクランプを形成するように構成され、第１アーム２が、第２アーム３に
面する第１の内面５を備え、第２アーム３が、第１アーム２上の第１の内面５に面する第
２の内面６を備え、第１プレート７が、第１の内面５の一部の上に延在し、第２プレート
８が、第２の内面６の一部の上に延在し、第１プレート７及び第２プレート８の両方が実
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質的に平坦であり、加熱要素９が第２アーム３に設けられ、第２の内面６が伝熱領域１１
を備え、少なくとも１つの光源１０が第１アーム２に設けられ、第１の内面５が光伝達領
域１２を備え、加熱要素９が伝熱領域１１の近位に位置し、光源１０が光伝達領域１２の
近位に位置し、装置１が閉じた位置にあるとき、第１の内面５と第２の内面６との間に受
容されたファイバー材料４の一部が、光源１０から光エネルギを、加熱要素９から熱エネ
ルギを受領することができる。
【００５８】
　少なくとも１つの実施形態では、第１の態様は装置１に関し、装置１は、第２アーム３
に関して枢動可能な第１アーム２を備えることによって、第１アーム２及び第２アーム３
が、装置が閉じた位置にあるとき、第１及び第２アーム２、３の間に位置するファイバー
材料４を受容するクランプを形成するように構成され、第１アーム２が、第２アーム３に
面する第１の内面５を備え、第２アーム３が、第１アーム２上の第１の内面５に面する第
２の内面６を備え、第１プレート７が、第１の内面５の一部の上に延在し、第２プレート
８が、第２の内面６の一部の上に延在し、第１プレート７及び第２プレート８の両方が実
質的に平坦であり、加熱要素９が、独立に第１アーム２と第２アーム３の両方に設けられ
、第１の内面５及び第２の内面６の両方が、独立に伝熱領域１１を備え、少なくとも１つ
の光源１０が、独立に第１アーム２と第２アーム３の両方に設けられ、第１の内面５及び
第２の内面６が、独立に伝熱領域１２を備え、それぞれの加熱要素９がそれぞれの伝熱領
域１１の近位に位置し、それぞれの光源１０がそれぞれの光伝達領域１２の近位に位置し
、装置１が閉じた位置にあるとき、第１の内面５と第２の内面６との間に受容されたファ
イバー材料４の一部が、光源１０から光エネルギを、加熱要素９から熱エネルギを受領す
ることができる。
【００５９】
　第２の態様－方法
　第２の態様はファイバー材料４の成形方法に関し、方法は、ファイバー材料４を架橋す
ることができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物を、ファイバー材料４に適用すること
と、次に、第１の態様に従った装置１によってファイバー材料４を成形することと、を含
む。架橋組成物は、ファイバー材料を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む。少
なくとも１つの実施形態では、活性剤は、－ＮＨ2、－ＮＨ－、－ＳＨ、－ＯＨ、－Ｃ（
＝Ｏ）Ｈ、－Ｃ＝Ｏ及びＣＯＯＨからなる群から選択される少なくとも２つの機能群を有
し、活性剤は５００ｇ／ｍｏｌ以下の分子量を有する。少なくとも１つの実施形態では、
活性剤は糖である。少なくとも１つの実施形態では、活性剤は還元糖である。少なくとも
１つの実施形態では、架橋組成物は、約０．１％～約２０．０％、又は約２％～約１５％
、又は約５％～約１２％の還元糖を含む。少なくとも１つの実施形態では、活性剤は、ア
ラビノース、クエン酸、エチレンカーボネート、及びその混合物からなる群から選択され
る。少なくとも１つの実施形態では、光触媒はヒドロキシ置換芳香族化合物である。少な
くとも１つの実施形態では、架橋組成物は美容的に許容可能な担体を含む。少なくとも１
つの実施形態では、美容的に許容可能な担体は、水性媒体又は水性アルコール媒体のいず
れかから選択さる。少なくとも１つの実施形態では、担体が水性アルコールの担体である
場合、この担体は水及びアルコールを含む。少なくとも１つの実施形態では、アルコール
はエタノール、イソプロパノール、プロパノール、及びこれらの混合物からなる群から選
択される。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、キノリン化
合物又はナフトール化合物である。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香
族化合物は、フルオレセイン又はその誘導体である。少なくとも１つの実施形態では、ヒ
ドロキシ置換芳香族化合物は、ハロゲン置換フルオレセインである。少なくとも１つの実
施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、ブロモ又はヨード置換フルオレセインであ
る。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、ジヨードフルオレ
セイン、４、５、６、７－テトラクロロ－２'、４'、５'、７'－テトラヨードフルオレセ
イン（ローズベンガル）、２、４、５、７－テトラヨードフルオレセイン（エリスロシン
）の塩、エオシンＹ、エオシンＢ、又はそれらの混合物からなる群から選択される。少な
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くとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、ヒドロキシフラボン又はそ
の誘導体である。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、ジヒ
ドロキシフラボン、又はトリヒドロキシフラボン、又はテトラヒドロキシフラボン、又は
それらの混合物である。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は
、３－ヒドロキシフラボン、７－ヒドロキシフラボン、５、７－ヒドロキシフラボン、４
'、５、７－トリヒドロキシフラボン、２－（３、４－ジヒドロキシフェニル）－３、５
、７－トリヒドロキシー４Ｈ－クロマン－４－オン（ケルシチン）、及びそれらの混合物
からなる群から選択される。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合
物は、例えばＦＤ＆Ｃ　Ｇｒｅｅｎ　３のようなヒドロキシトリアリールメタンである。
少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、アントシアニジン又は
アントシアニンである。少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は
、シアニジン（２－（３、４－ジヒドロキシフェニル）クロメニリウム－３、５、７－ト
リオール）、マルビジン、ペラルゴニジン、若しくはエルダベリー、ブルーベリー、クラ
ンベリー、ビルベリー、赤キャベツ、モロコシ、ブラックベリー、クロスグリ、サクラン
ボ、赤及び黒ラズベリー、及びそれらの混合物などのアントシアニンを含む抽出液である
。
【００６０】
　少なくとも１つの実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、８－ヒドロキシキノ
リン、８－ヒドロキシキノリンサルフェート、８－キノリノール－１－オキシド、５－ヒ
ドロキシキノリン、６－ヒドロキシキノリン、７－ヒドロキシキノリン、５－ヨード－７
－スルホ－８－ヒドロキシキノリン、５－フルオロ－８－ヒドロキシキノリン、５－フル
オロ－７－クロロ－８－ヒドロキシキノリン、５－フルオロ－７－ブロモ－８－ヒドロキ
シキノリン、５－フルオロ－７－ヨード－８－ヒドロキシキノリン、７－フルオロ－８－
ヒドロキシキノリン、５－クロロ－８－ヒドロキシキノリン、５，７－ジクロロ－８－ヒ
ドロキシキノリン、５－クロロ－７－ブロモ（brono）－８－ヒドロキシキノリン、５－
クロロ－７－ヨード－８－ヒドロキシキノリン、７－クロロ－８－ヒドロキシキノリン、
５－ブロモ－８－ヒドロキシキノリン、５－ブロモ－７－クロロ－８－ヒドロキシキノリ
ン、５，７－ジブロモ－８－ヒドロキシキノリン、５－ブロモ－７－ヨード－８－ヒドロ
キシキノリン、７－ブロモ－８－ヒドロキシキノリン、５－ヨード－８－ヒドロキシキノ
リン、５－ヨード－７－クロロ－８－ヒドロキシキノリン、５，７－ジヨード－８－ヒド
ロキシキノリン、７－ヨード－８－ヒドロキシキノリン、５－スルホン酸－８－ヒドロキ
シキノリン、７－スルホン酸－８－ヒドロキシキノリン、５－スルホン酸－７－ヨード－
８－ヒドロキシキノリン、５－チオシアノ－８－ヒドロキシキノリン、５－クロロ－８－
ヒドロキシキノリン、５－ブロモ－８－ヒドロキシキノリン、５，７－ジブロモ－８－ヒ
ドロキシキノリン、５－ヨード－８－ヒドロキシキノリン、５，７－ジヨード－８－ヒド
ロキシキノリン、７－アザインドール、７－シアノ－２－ナフトール、８－シアノ－２－
ナフトール、５－シアノ－２－ナフトール、１－ヒドロキシ－３，６，８－ピレントリス
ルホン酸、トランス－３－ヒドロキシスチルベン、２－ヒドロキシメチルフェノール、ペ
ラルゴニジンおよびそれらの混合物、からなる群から選択される。少なくとも１つの実施
形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、８－キノリノール－１－オキシド、８－ヒド
ロキシキノリン、７－シアノー２－ナフトール、８－シアノー２－ナフトール、５－シア
ノー２ーナフトール、及びそれらの混合物からなる群から選択される。少なくとも１つの
実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は、８－キノリノールー１－オキシド、８－
ヒドロキシキノリン、及びそれらの混合物からなる群から選択される。少なくとも１つの
実施形態では、ヒドロキシ置換芳香族化合物は８－ヒドロキシキノリンである。８－ヒド
ロキシキノリンは、より低ｐＨ溶液中にて光酸触媒として、又はより高ｐＨ溶液中にて光
塩基触媒として作用し得る。８－ヒドロキノリンは、ＣＡＳ番号１４８－２４－３を有し
、シグマ－アルドリッチ（Sigma-Aldrich）から入手可能である。
【００６１】
　第３の態様－使用
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　第３の態様は、第１の態様に従った装置の、ファイバー材料４の成形化への、好ましく
は矯正化への使用に関する。少なくとも１つの実施形態において、使用は毛髪の平滑化の
ためである。少なくとも１つの実施形態において、使用は毛髪の修復のためである。
【００６２】
　第４の態様－キット
　第４の態様はキットに関する。キットは、第１の態様に従った装置１と、ファイバー材
料４を架橋することができる光触媒と活性剤とを含む架橋組成物と、を含む。架橋組成物
の特性は第２の態様で説明され、その説明と特性は互換性であり、第４の態様と組合せ可
能である。
【００６３】
　方法論／実験
　本発明の装置に対して毛髪矯正の効能をテストする。立ち上がりの低い、自然なカール
のヘアピースが使用される。それらはパンテーン（Pantene）浄化シャンプーで洗浄され
、毛髪は清浄な状態にあって最終結果に影響を与え得る残渣がないことを確実にする。次
にヘアピースをすすぐ。ヘアピースを絞ることによって、毛髪から余分な水を取り除く。
ヘアピースは、暗室で前準備された架橋組成物を用いて処理する。架橋組成物は、５％ア
ラビノース、１００ｐｐｍ　８－ヒドロキシキノリン、１００ｐｐｍ　８－キノリノール
－１－オキシド、ｐＨ１０に緩衝処理したＱＳＰ水、を含む。これらの成分が、スピナー
プレート上で３０分間混合される。架橋構成物はこはく色の瓶に、又は絶縁テープでカバ
ーされた瓶に保存され、架橋構成物に光が当たらないことを確実にする。毛髪１ｇあたり
０．２５ｇの架橋組成物が用いられる。架橋組成物を、３０分間毛髪上に置かれたままに
する。参照実験として、ヘアピースを、架橋組成物をヘアピースに適用することを除いて
全て同じように処理し、参照ヘアピースを３０分間湿った状態のままにする。その後、毛
髪をブロー乾燥及びブラッシングする。次に、ヘアピースは、本発明に従った装置に８回
通して、又は従来型加熱毛髪矯正アイロンで、機械的に矯正化する。使用される装置は、
第１アーム２と第２アーム３の両方に設けられた加熱要素９を備え、そして光源１０が、
第１アーム２と第２アーム３の両方に設けられている。次にヘアピースを画像化する。耐
久性のシミュレートのために、次にヘアピースに洗浄－及び－乾燥サイクルの１回を課す
。１回の洗浄－及び－乾燥のサイクルは、ヘアトリションシャンプー（ゾトスのヘアトリ
ションカラープロテクト無硫化物シャンプー、Ｈａｉｒｔｒｉｔｉｏｎ　Ｃｏｌｏｒ　Ｐ
ｒｏｔｅｃｔ　ｓｕｌｆａｔｅ－ｆｒｅｅ　ｓｈａｍｐｏｏ　ｆｒｏｍ　Ｚｏｔｏｓ）に
よるシャンプー、すすぎ、そして次のホットボックス内での乾燥、を含む。乾燥したら、
ヘアピースを再度画像化する。次にヘアピースに、更に洗浄－及び－乾燥サイクルの４回
を課す。乾燥したら、ヘアピースを再度画像化する。専門の評点者が、ヘアピースの画像
に０～１０等級の点数を与える。等級は標準等級であり、４～５個のカールの節を有する
カールした毛髪を点数０に、非常に真直な毛髪を１０に設定する。このようにして、ヘア
ピースを通常状態の毛髪と比較する。評点者は、真直からカールまでの一貫した毛髪の構
成の計測／等級付けを訓練されているので、専門の評点者を使うことは信頼できる。結果
を図１１に示す。この図を参照すると、ｘ軸に沿った数字は、１＝平坦アイロン処理直後
、２＝第１の洗浄－及びー乾燥サイクル後、３＝第５（すなわち更に４回）の洗浄－及び
－乾燥サイクル後、である。上向きストライプのバー（左端）＝架橋性組成物を使用せず
、ヘアピースを１２１℃（２５０°Ｆ）にて従来型加熱毛髪矯正アイロンにて処理する。
下向きストライプバー＝架橋性組成物を使用せず、ヘアピースを本発明に従った装置で１
２１℃（２５０°Ｆ）にて処理し、３８０ｎｍにおけるＵＶ光及び３０ｍＷの放射電力を
放射する。垂直ストライプバー＝ヘアピースを５％アラビノース、２００ｐｐｍ光触媒及
び水（ｐＨ１０に緩衝処理）を含む架橋性組成物で処理し、ヘアピースを次に１２１℃（
２５０°Ｆ）にて従来型加熱毛髪矯正アイロンで処理する。斜交平行バー＝ヘアピースを
５％アラビノース、２００ｐｐｍ光触媒及び水（ｐＨ１０に緩衝処理）を含む架橋性組成
物で処理し、ヘアピースを次に本発明に従った装置で１２１℃（２５０°Ｆ）にて処理し
、３８０ｎｍにおけるＵＶ光及び３０ｍＷの放射電力を放射する。
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【００６４】
　本明細書で開示する寸法及び値は、列挙された正確な数値に厳密に限られるとして理解
されるべきではない。むしろ、特に断らない限り、そのような各寸法は、記載された値及
びその値の周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば、「４０ｍｍ
」として開示される寸法は、「約４０ｍｍ」を意味することを意図する。
【００６５】
　相互参照される又は関連する任意の特許又は特許出願を含む、本明細書で引用される全
ての文献は、明示的に除外又は別途限定されない限り、その全体が参照により本明細書に
組み込まれる。いかなる文献の引用も、それが本明細書に開示若しくは特許請求される任
意の文献に関する先行技術であること、又はそれが単独で若しくは任意の他の参照との任
意の組み合わせで任意のこのような実施形態を教示、提案、若しくは開示することを認め
るものではない。更に、本文書における用語の任意の意味又は定義が、参照することによ
って組み込まれた文書内の同じ用語の意味又は定義と競合する程度に、本文書におけるそ
の用語に与えられた意味又は定義が適用されるものとする。
【００６６】
　本明細書では特定の実施形態を図示し説明したが、請求内容の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく種々の他の変更及び修正を行うことができることを理解されたい。更に、特許
請求される主題の種々の態様が本明細書で説明されたが、このような態様は組み合わせて
利用される必要はない。したがって、添付される特許請求の範囲は、請求される主題の範
囲内に属する全てのこのような変更及び修正を網羅することが意図される。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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